
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
③消費下支え等を通
じた生活者支援

LPガス料金上昇に係る負担軽減支援
事業

①エネルギー等の物価高騰の影響を受けたLPガス使用世
帯に対しLPガス協会を通じて現金を給付し生活支援を行
う。
②補助金（県ＬＰガス協会へ補助金＋事務費）
③補助金（8,330世帯×5,000円）＋事務費（8,000千円）
　※補助単価は94.3円/㎥（価格上昇幅）×9.1㎥（月平均使
用料）×6ヶ月分により算出。
　※事務費については、県内事業実施市町村で、支援世帯
数で案分し負担。
　※県物価高騰対応生活者支援交付金充当額　24,825千
円
④市内LPガス使用世帯（8,330世帯）
　※対象世帯数は県LPガス協会調べ（R5年度推計値）
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2

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

食材費高騰に伴う学校給食食材費等
助成金

①食材費等の高騰に伴う給食1食当たりの食材費増額分を
学校給食運営者(給食センター)に助成することで、保護者
負担（子育て世代）への増額措置等を図ることなく、円滑な
事業運営に繋げることができる。
②年間の１食当たりの食材費の増額分。
前年度の原材料費を比較し、50円の増額が見込まれる。
③阿蘇学校給食センター　1日当たり1,687食(児童・生徒)
1,687食×195日(年間給食回数)×50円＝16,448,250≒
16,449千円
　波野学校給食センター　1日当たり　64食(児童・生徒)
64食×195日(年間給食回数)×50円＝624,000≒624千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計17,073千円
④市内の小・中学校に通う児童・生徒の保護者（教職員分
を除く）
　※完全無償化ではありません。また、教職員は除きます。
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